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研究成果の概要（和文）： 

地域居住資源の賦存量を小地域単位で把握するため、国勢調査結果から世帯の居住状況につ

いての詳細データを推計するシステムを開発した。同時に、地域資源のひとつである「地域の

介護力」の計測を行った。また、現実の地域マネジメントシステムの特性を把握するとともに

東日本大震災前後の居住者の交流活動の変化を分析し、災害が地域マネジメントシステムに与

えた影響を明らかにした。これらを踏まえ、地域の特性に応じた効果的な地域マネジメントシ

ステムが具備すべき条件を分析した。 

 
研究成果の概要（英文）： 

We developed a system to estimate detailed multi-dimensional housing condition data in 

micro district from published National Census data. At same time, we measured the "area 

nursing power" which is one kind of "area power". Also we surveyed characteristic of 

actually adopted area management system. 

On the other hand, we analyzed characteristic of personal exchange before and after East 

Japan Great Earthquake and clarified the impact of East Japan Great Earthquake on area 

management system. Based on above mentioned, we analyzed a condition for efficient area 

management system allowing for district characteristic. 
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大震災 

 
１．研究開始当初の背景 

 我が国の総人口はすでに長期にわたる減

少過程に入っており、今後は多くの地域で住

宅、居住地ストックといったハードな居住資

源には余剰が生じるものの人材、財源といっ

たソフトな居住資源はしだいに不足してい

くと考えられる。このような中で、地域にお

ける高齢期の居住をめぐる問題への対応力

を強化していくためには、ハード、ソフトの

両資源の統一的・効率的な運用はもちろん居

住立地の社会的・地理的な再構成という都市

計画的観点までを含む総合的な「地域居住資

源マネジメント」により、人々が安心して地

域に居住できる状況を確保していくことが

重要である。これから、本研究では「高齢化

に対応した地域居住資源マネジメントシス

テムの開発」をめざして、地域の特性に応じ

た効果的な地域マネジメントシステムが具

備すべき条件を検討することとした 

 
２．研究の目的 

 地域のマネジメントにあたっては、「居住

資源」の「需要」と「供給」の量のみではな

く、それらを円滑に結びつけるための効果的

なマネジメントシステムが欠かせない。東日

本大震災でも、地域コミュニティを基盤とし

た共助のシステムは外部からのボランティ

アとともに大きな役割を果たしたが、外部か

らの支援が期待できない最初の３日間はも

っぱら地域の共助システムが人々を支える

唯一のシステムとして機能した。地域の共助

のシステムはいわゆる「社会関係資本」の一

部と考えられるが、「地域力＝地域の社会関

係資本の蓄積量」と考えることもできる。社

会関係資本の定義にはさまざまなものがあ

るが、居住者の間の「信頼感」が重要である

ことは共通して指摘されており、「地域力の

強化＝社会関係資本の蓄積の増強」のために

は、地域の「信頼感」の醸成のための有効な

方策の開発が必要であることがあらためて

認識されたと言える。 これを踏まえて、本

研究では「地域力強化」のための基礎として、

ミクロな地域レベルを対象とした「居住資源」

の「需要」と「供給」の把握を踏まえて「地

域力の強化＝社会関係資本の蓄積の増強」に

資する「地域マネジメントシステム」が具備

すべき要件を明らかにすることを目的とす

る。 

 
３．研究の方法 

 本研究では、上記の目的を達成するため、

町丁目を中心とした地域における居住状況、

人的資源の賦存量、地域施設ポテンシャル等

をハード・ソフト両面における居住資源の需

要と供給という観点から把握し直し、居住資

源のマネジメントを効率的に行うためのシ

ステムの開発を目指して検討を開始した。し

かし、研究期間中の平成 23 年 3月 11 日に東

日本大震災が発生し、東北地方は大きな被害

を受けた。この災害を通じて、地域力（社会

関係資本）の重要さがあらためて認識され、

「絆」が全国共通のキーワードとなった。研

究代表者が所属する大学も大きな被害を受

け、研究の実施は一時中断せざるを得なかっ

たが、被災を契機として当初想定していた高

齢化の進行に加え、地域マネジメントシステ

ムの検討にあたっては防災・復興の観点を含

めるべきことの重要性を痛感した。そのため、

仙台市の郊外住宅団地を対象に、震災が地域

コミュニティに与えた影響を把握するため

大規模な住民アンケート調査を実施すこと

にする等、当初の研究計画を一部修正して研

究を実施した。 

(1)小地域における居住状況分析用基礎デー



 

タの推計手法の開発と推計 

  地域の居住資源の賦存量を把握するため

には、町丁目のような小地域における基礎的

なデータを得ることが必要である。このため、

研究全体で使用する基礎データとして、基本

単位区レベルにおける居住状況関連データ

の推計手法の開発とデータ推計を行った。 

(2)「地域介護力」の計測 

 上記基礎データを用いて、高齢化にともな

い今後大きな問題となる「介護」を対象にし

て、「介護需要」量と「介護サービス供給」

量を町丁目別に把握し、「介護ボランティア」

の導入効果を含む「地域介護力」を計測シス

テムの開発と計測を行った。 

(3) 居住資源としてのマンションの分析 

 仙台市を対象にマンションの位置情報と

階数情報を媒介として、基礎データからマン

ション居住者の属性を推計し、立地や経年と

居住者特性の関連性およびマンションの住

宅市場の中での位置づけの分析を行い、マン

ションの居住資源としての活用方策につい

ての検討を行った。 

(4) 津波被災地域の居住者特性の分析 

 推計した基礎データと津波浸水地域領域

を重ね合わせることで、浸水地域の年齢別人

口、家族型別世帯数等の基礎的な居住状況の

把握を行い、津波で失われた居住資源の特性

を明らかにした。 

(5) 被災マンションの特性分析 

 被災したマンションを対象に、マンション

居住者の属性データと被災度との関連性か

ら、居住資源としてのマンションの復興可能

性と効果的な復興支援策について検討した。 

(6) 地域運営における地区特性と組織形態

の関連性 

 性格の異なる２つの具体的な町丁をケー

ススタディ地域として抽出し、住民のまちづ

くり活動への参加状況や現実の地域マネジ

メントシステムの特性およびマネジメント

システムが直面している問題点を把握した。

同時に、地域の居住者特性と地域マネジメン

トシステムとの関連性について検討し、地域

の居住者特性に即した効果的な地域マネジ

メントシステムが具備すべき要件を把握し

た。 

(7) 震災前後における地域住民意識の変化

の分析 

震災前後における地域住民意識の変化を

把握するため、仙台市の郊外住宅団地を対象

にアンケート調査を実施し、震災前後の住民

意識の変化の特性を社会関係資本の観点か

ら分析した。 

(8) 被災地復興における居住計画上の課題

の検討 

被災地域の居住状況データと過去の人口

変化傾向を分析して、被災地域の今後の人口

動態を予測し、復興のための住宅需要量の算

出を行うとともに住宅復興における課題と

効果的な住宅復興の方針について検討した。 

(9) 高齢化に対応した地域居住資源マネジ

メントシステムの条件 

 以上の検討結果を踏まえて、今後の高齢化

社会に対応した地域居住資源マネジメント

システムが具備すべき条件について整理し

た。 

 
４．研究成果 

 各項目の研究成果をまとめると以下のよ

うになる。 

(1) 小地域における居住状況分析用基礎デ

ータの推計手法の開発と推計 

 国勢調査の公表結果を用いて、世帯の居住

状況を表現する多重クロス表データを基本

単位区別に推計するシステムを開発し、推計

を行った。基本単位区は緯度、経度座標を持

つので、任意の大きさのメッシュごと、閉領

域ごとに集計することが可能であり、町丁目



 

境界の変更に影響されない時系列比較が可

能なデータが推計できる。同時に、これらの

データを地図化するシステムも開発した。 

(2) 「地域介護力」の計測 

 仙台市の町丁目を対象に「介護ボランティ

ア」の導入効果をふくむ「地域介護力」を計

測した。①ボランティア参加率を現状に近い

値（２％）に設定した場合、地域介護力指数

の値は 16％程度であるが、参加率を４％とし

た場合には地域介護力指数は 25％程度に向

上し、地域ボランティアが対応可能な時間帯

と行為については、30～60％の外部介護需要

の充足が可能であり、昼間の時間帯における

地域ボランティアの潜在力はかなり期待で

きる。②地域介護力指数の地理的な分布を見

ると、高齢化の初期段階にある地域で高く、

地域ボランティア活動の活性化による地域

介護力の向上可能性は当面は郊外部で高い。

③これから「介護支援ボランティア制度」等

の地域ボランティアの潜在能力を顕在化す

るための様々な方策の推進が望まれる。 

(3) 居住資源としてのマンションの分析 

 国勢調査およびアンケート調査を用いて、

マンションの経年と居住者属性との関連性

を検討した結果、①現在は供給時期が古いマ

ンションは都心部に立地しているため、賃貸

需要があるが、将来郊外部において経年が進

むマンションについては、現在の経年マンシ

ョンと同様の賃貸需要が見込めるかどうか

不透明である。②全体的な人口減少と郊外部

での高齢化が進行するなかで、今後、郊外部

の高経年マンションでは高齢化と空家化が

進行する可能性が大きい。③マンション市場

の特性を考えると経年マンションについて

は立地特性に十分考慮した活用策の検討が

必要である。と言える。 

(4) 津波被災地域の居住者特性の分析 

 被災した市区町の浸水区域と非浸水区域

における人口動態と家族類型から見た居住

者特性を石巻市、名取市、女川町について把

握した。その結果、それぞれの市区町におい

短期的に求められる対応と中・長期的な展望

を持った施策が大きく異なることが明らか

になった。 

 (5) 被災マンションの特性分析 

 マンションの被害度とマンション特性の

分析を行い、マンションの「修繕ポテンシャ

ル」と「建て替えポテンシャル」という指標

を設定して、被害度との分析を行った。結果、

修繕の可能性と建て替えの可能性どちらも

低いマンションでの被害率が高い傾向にあ

り、被害が大きく修繕や建て替えといった手

法での復興が難しいマンションが存在する

ことがわかった。これらのマンションに対し

ては区分所有関係の解消を円滑化するため

の合意形成の方法や解散の進め方などに関

する法整備を早急に行う必要がある。 

(6) 地域運営における地区特性と組織形態

の関連性 

 「環境重視」派が多く、地域活動も比較的

活発である八幡地区と、「利便性重視」派が

多く、地域活動もそれほど多様ではない東六

地区の地域運営システムを比較すると、八幡

地区においては、世代ごとの当事者性が発揮

されやすい旧来型の町内会や PTA の組織構

成が維持され、東六地区においては、上意下

達型のブロック制と機動力の高い実動組織

の連携による活動形態が採られていた。これ

から、効率的な地域マネジメントシステムの

構成にあたっては、旧来型の組織の安定性と

継続性を重視する組織形態と、課題対応型、

自由参加型の機動性と柔軟性を持ったシス

テムを地区の住民特性を踏まえながら適切

に組み合わせていくことがポイントである

と言える。 

(7) 震災前後における地域住民意識の変化



 

の分析 

 災害後の郊外住宅団地での交流活動は各

層で「より近隣寄り交流活動の活発化」の傾

向がみられた。一方で災害を契機として、近

隣交流が活発であった人はさらに活発に、あ

まり活発でなかった人はさらに不活発にな

るという格差拡大型の傾向もみられた。社会

関係資本の観点からは、少なくとも災害時に

はこれらの層についても地域活動に積極的

に参加してもらうような方策の検討が望ま

れる。 

(8) 被災地復興における居住計画上の課題

の検討 

 被災地域の居住の復興にあたっては、人口

減少と高齢化に如何に対処するかが重要な

課題であり、「居住上の要請」と「都市計画

上の要請」、「当面の必要量」と「将来の必要

量」といった様々なバランスを考えつつ復興

を進めていく必要がある。このことから、①

「応急」と「恒久」の中間的な性格を持つ住

宅と市街地という概念を導入すること、②地

域の人口保持能力はかなり低下してしまっ

たことを踏まえ、より広域的な観点から地域

の再編成を考えること、また、復興にあたっ

ては、時間的なバランスの観点とともに他地

域に転出した「被災者の生活の復興」と「被

災地の復興」とのバランスも考える必要があ

ると言える。 

(9) 高齢化に対応した地域居住資源マネジ

メントシステムの条件 

 ①「地域居住資源マネジメントシステム」

は、地域の「居住資源」の賦存量および「居

住資源」に対する「需要量」と「供給量」、

さらに人口動態等の地域の変化特性に対応

したシステムである必要がある。たとえば、

被災したマンションのうち「修繕」も「建て

替え」も困難な物件は、「区分所有関係の解

消」の円滑化を可能とするようなマネジメン

トシステムが必要となる。一方で、地域の人

的資源を活用した「地域ボランティアによる

介護」における地域ボランティアの潜在力に

はかなり期待ができるものがあり、それを顕

在化させるためのマネジメントシステムが

必要である。また、人口減少が続く被災地の

居住の復興を図るような場合には「需要量」

と「供給量」の時間的な推移についても十分

に考慮したシステムを考える必要がある。 

②居住資源地域マネジメントシステムは、地

域住民の価値観もしくはライフスタイルを

反映に対応したものである必要があり、旧来

型の組織の安定性と継続性を重視する組織

形態と課題対応型、自由参加型の機動性と柔

軟性を持ったシステムを地区の住民特性を

踏まえながら適切に組み合わせていくこと

等が効率的なマネジメントシステムの鍵と

なる。 

③地域の共助のシステムはいわゆる「社会関

係資本」の一部であり、「地域力＝地域の社

会関係資本の蓄積量」と考えられる。「災害

前後の交流活動の変化について見ると、各層

で「より近隣寄り交流活動の活発化」の傾向

が見られる一方で、災害を契機として近隣交

流が活発であった人はさらに活発に、不活発

な人はさらに不活発になるという格差拡大

型の傾向が見られ、平素からの相互信頼感の

醸成が重要な課題であることが再認識され

た。 

 ④端的には、今後の「高齢化社会に対応し

た地域居住資源マネジメントシステム」は、

「居住資源」の賦存量および「需要量」「供

給量」といった地域の「外的条件」、地域住

民の価値観もしくはライフスタイルといっ

た「内的条件」および地域の変化方向の「時

間的条件」の特性に的確に対応したシステム

とすることが求められる。 
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